
書式第12号 (法第28条関係 )

2023年:度 事 業 報 告 書

令和5(2023)年 1月 1日 ～令和5年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 フィリピン日系人リーガルサポートセンター

代表理事 猪俣 典弘 河合 弘之

1事 業の成果

・柱となる日本国籍取得支援事業では、調査の結果9人の残留2世 (1世 3人 )の身元 (父親の戸籍)が判明。
また17人の2世、4人の3世の計21人が就籍許可申立てし、うち12人が年度内に家裁の許可を得て、日本国
籍を回復した。死亡の2世2人につき1世本籍地役場に出生記載申出して記載許可となった。
・外務省委託調査の一環として当所と、在ダバオ総領事、在セブ総領事、マニラ日本大使館公使兼総領事
が実施する2世への面接調査では、報告書が家庭裁判所に提出され、実際に就籍許可を後押しする効果を
確認できた。
。政策提言事業では、長年にわたり日本の国会議員、日比両政府に解決をお願いしてきた、日本国籍取得
済みの残留2世がフィリピンを出国する際の罰金 (出生時から出国時までの不法滞在の罰金)問題が、日本
大使館とフィリピン司法省との協議により、最終解決した(所定の手続きを経ることで事実上の罰金免除とな
る)。

・沖縄出身の父を持つ2世2名 の一時帰国事業では、事前に沖縄で記者会見し、メディアに身元捜しの協力
を呼び掛けた結果、親族からの名乗り出があり、身元判明につながる成果が得られると同時に、報道により
当所の活動も広く認知された。

2事 業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内容
実施
日時

実施
場所

従事
ヨム
ロ́

の人

数

受益対象
者の範囲
及び人数

支出額
(万 円)

小数点
以下四

捨五入

1 の7ヽ

料調査、親族照会による身元捜しを実施した結果、2世9
人 (父親である1世は3人 )の身元が判明した。
2)国籍未取得の2世 17人、3世4人の計21人の日本国籍
回復(就籍許可申立)の準備を支援した。2世への開き取
り調査はオンライン面接も併用。21人中12人 が年度内に
就籍許可となり日本国籍を回復。
3)フィリピンでの調査はPNLSCinc.に 委託し、各地の日
系人会と連携して事業を実施した。
4)死亡2世 16人につき、家族による出生等記載申出書を
提出。年度中に2件が記載許可となった。

務所、
比国内

5人 比残留 日
系人2

世、3世、
ほか関係
者100人

5)外務省委託調査
① 日本国籍を希望する2世の国籍回復を加速化するため
の大使館総領事、ダバオ、セブの総領事による2世面接
につき、日系人会と連携して資料の事前準備、現地での
コーディネートを行い、実際の面接を補佐した。総領事面
接36人 中17人に総領事報告書が発行され、うち6件が家
庭裁判所に提出された。

1/30、

2/13-
15、

9/15、

9/8、

12/2、

12/3

法人事
務所、
比国内

3人 2世36人

国 のリスクにある461人 (消息不明者含む に つ

き、消息調査、日本国籍の有無、日本国籍回復の意思
確認を実施 (第 16次調査:2022/9/15-2023年 /3/31)。
151人の生存と151人 中76人が日本国籍を希望することを
確認。
③2023年 3月 末時点で日本国籍を希望する76人の国籍
取得を加速化するための総領事面接を引き続き行うとと
もに、生死不明の342人の消息調査、日本国籍取得の意
思確認、新規登録の呼びかけを実施 (第 17次調査 :

2022/9/15-2024/3/15)。

6/15-
(2024/
3/15)

(2022/
9/15)―

3/131

法人事
務所、
比国内

5人 2世とそ
の家族約
1,000人

イ

日系人の
日本国籍
回復支援
事業

ン

3,0

万



6)在 日、在比、第二国にいるフィリピン日系人からの相談
に応じた。主には就籍、戸籍登載、国籍取得について。
相談方法は来所、メール、電話。

随時 法人事

務所、
比国内

4名 3世4世30

人

フィリピン

日系人の
一時帰国
支援事業

沖縄出身の父を持つ2世2名 の身元捜しのための一時帰
国を支援した。

12/14-
18(準備
は 11月 ―

)

法人事
務所、
沖縄

5人 2世2名

89;万

フィリピン

日系人に

関する研
究、講演、
広報、出
版事業

1)講演
①城西大学で講義
②立正佼成会リーダー育成講座 (オンライン)に参加
③ポレポレ東中野での映画「日本人の忘れもの」映画上
映会とトークイベントに参加
④東京大学駒場キャンパスでの映画「日本人の忘れも
の」映画上映会とオンライン・トークイベントに参加

1/10
2/19
4/21

7/29、

30

7/20

都 内 3人 参加者/

学生約
100人

114万2)法人ホームページ、SNS、 オンライン寄付サイトの活動
報告頁を随時更新し、事業の進捗や活動及び成果報告
を行った。物品寄付サイト「お宝エイド」も継続、活動レ
ポートを随時更新。

随時 法人事
務所

3人
日本市民
不特定多
数、在 日
日系人、
企業、教
会、国際
協力団体
など

3)活動報告を掲載したニュースレターを和文、英文で発
行し配布した。

和英文
各年4

回

法人事

務所、
比国内

4人

フィリピン

残留 日系
人に関す
る政策提
言事業

①8月 のフィリピン・ダバオ慰霊祭
への参加、残留日系2世との面会をコーディネートし同
行。
②一時帰国前に国会議員を訪問し、残留2世一時帰国
の支援と理解を求めた。
③日比友好議員連盟の事務局次長と定期的に情報交換
した。
④無国籍者削減に取り組む国連高等難民弁務官事務所
(UNHCR)フィリピン事務所、駐日事務所と協力、連携
(随時情報交換した)。

・2月 8日 のUNHCR議員連盟と同駐日事務所共催の勉強
会に参加。
⑤外務省南東アジアニ課、在マニラ日本大使館と定期
的に情報交換し、残留2世問題の解決への支援を訴え
た。
⑥在京フィリピン共和国大使が2月 27日 に来所、残留日
本人の国籍回復に係る問題点や解決策について意見交
換し支援と助言を求めた。
⑦フィリピンからの一時帰国者の沖縄滞在中の12月 18

日、共に沖縄県知事を訪問してフィリピン残留者への理

随時 都 内 4人 日本国籍
回復を希
望する無
国籍の日
系2世約
500とそ
の家族

13万

フィリピン

残留日系
人社会の

経済的、
文化的発
展のため
に寄与す
る事業

①日系人が多く居住するパラフン州タイタイ町シグピット
村落でのリッターオブライト(ペットボトルを再利用した小
型太陽光発電装置)の実用化実験を実施 (昨年度から継
続)。

②日系人会行事への参加及び支援
・ダバオPNJK第43回総会に参加
・中部ルソン・マニラ日比協会総会に参加
・フィリピン日系人会連合会総会 (ダバオにて)に参加
③PNLSC発足20周年記念フィリピン日系人エッセイコン
テストを企画、実施

比国内 3人 パラワン

島タイタ
イ町シグ
ピット村
落の作民

6フテ

そ の 他 事

業  (フ ィリピ

ン移民120

周年兼
PNLSC設立

20周 年記念
イベント)

①フィリピンヘの日本人移民120周 年記念行事に参加
(公開講座で報告)

移民120周年兼PNLSC設 立20周年祝賀会に参加
②戦前の写真絵葉書コレクションのフィリピンヘの寄贈を
仲介

11/24-
25

フィリピ
ン共和
国ダバ

オ市

5人 32万



(2)その他の事業

事業名 内容
実施
日時

実施
場所

従事
者
の人
数

受益対象
者の範囲
及び人数

支出額

(万 円 )

小数点

以下四

捨五入

バザーそ
の他の物
品販売事
業

実施 しなかった。



第二号議案 活動計算書

2023

経常収益

1 受取会費 入会金

2 受取寄附金

寄付金

3 事業収入

日本国籍回復支援事業

広報・講演・出版事業

4 その他収益

受取利息

雑収入

経常収益計 (A)

書式第 14号 (法第 28条関係 )

2023(令和 5)年度  活動計算書

(令和 5)年 1月 1日 ～ 2023年 12月 31日
認定NPO法 人フィリピン日系人 リーガルサポー トセンター

代表理事  猪 俣 典 弘

河 合 弘 之
(単位 :円 )

収入

収入

19,458,055

注

Ⅱ 経常費用

1、 事業費

(1)人件費

給与手当

法定福利費

外注費

人件費計

(2)その他経費

地代家賃

旅費交通費

保険料

交際費

通信費

宅配等使用料

租税公課

為替使用

広告宣伝費

消耗品費 (PC)

事務用品費

支払手数料

図書資料費

雑費

その他経費計

(3)フ ィリピン委託費

事業費計

*

2、 管理費

(1)人件費

外注費

給与手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

地代家賃

科
日

【 金 額

1,506,000

7,041,410

10,772,257

89,200

156

49,032

15,944,100

2,361,364

8,000

18,313,464

157,500

2,370,962

142,470

287,615

481,098

36,264

27,700

109,900

269,676

66,144

47,489

11,940

240

6,590

4,015,588

10,629,635

19,458,055

32,958,687

741,726

1,235,625

183,209

2,160,560

1,619,780



福利厚生費

旅費交通費

通信費

リース料

消耗品

事務用品費

交際費

支払手数料

図書資料費 (講座受講料)

諸会費

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計 (B)

税引前当期正味財産増減額 (A)― (B)

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額  (C)
前期繰越正味財産額  (D)
次期繰越正味財産額  (C)+(D)

5,282

5,207

8,670

30,624

9,300

159,892

40,230

38,360

2,000

10,000

29 528

4,119,433

37,078,120

1,958,873

-17,620,065

70,000
-17,690,065

57,690,658

40,000,593



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023(令和 5)年度 賞借対照表

2023(令 和 5)年 12月 31日 現在

認定NPO法 人フィリピン日系人 リーガルサポー トセンター

代表理事   猪 俣 典 弘
河 合 弘 之

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未成事業
フィリピン勘定

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

預 り金

短期借入金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

45,991,466

8,369,358

614,655

54,975,479

54,975,480

1

1

918,704

13,892,941

163,242

14,974,887

14,974,887

0

57,690,658
-17,690,065

40,000,593

54,975,480



書式第 16号 (法第28条関係 )

20 2 3 (令和 5)イ I:′ 襲i  ,il―算書1類 の注記

認定NPO法人フィリビンロ系人リーガルサポー トセンター

1 重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準に基づき作成 してお り、収支計算書から活動計算書への変更を行っています。

また有形固定資産については、法人税法の規定に基づき定率法で償却をしています。

2 事業別損益の状況

`び
'他

Ⅲl来生 | ,||  ■| | ,

,111,崚|'11;(ヽ 11

研究.講演 .

広報 出版事
業

・
■ ●  ´ |.|「‐ 経済的・文化的発

展に寄与する事業 移tt120月 ■lN2
0川 年記念

1.I 合 計■ 日

l.20(ヽ .82(ヽ

8.7('8.257

1.()86.()()0

533,00(,

|,7,()()(, お1,000

8(,(),000

81().000 1.(,()().000

1ヽ).20()

130,000 ,20,000 115,000

0

4.414.826

0

8,768,257

1,204,000

800.000

89,200

1,506,000

2.626.584

15(ヽ

49032

1,506,000

7,041,410

0

8,768,257

1,204,000

800,000

89,200

156

49,032

I 経常収益

1受取会費
2受取寄附金

3事業収益

(1)外 務省第16次調査

(2)翻 訳通訳料等

(3)311「 登載事務委託費

(4)講演

4 受取利息
5雑収入

経常収益計 11.()11.(,81, う■),000 (ヽ,(),000 1ヽ0,()00 l.()ヽ い.200 13(),000 ,2().(,0() llう .000 15,27(,.28.3 1,132,710 19,458,055

Ⅱ 経常費用

(1)人 件費
外注費

給料手当

雑給
法定福利費 2,()t,1,171

8,00()

11,,924,100 520,000

77,925

15().000

16.111

400,00()

59,034

5‐ 1,()()()

80,287

(,0,00()

9,445

,,.(,()()

7,08.1 2,311,3(,1

8,000

15,944,100

741,726

1,210,625

25,000

183,209

749,726

17,154,725

25,000

2,544,573

人件費計 15,|,9.,.571 5`,7,1,25 516.118 459,034 61'1.287 ('9,445 lt,.081 18,3t:3,164 2,160,5(,0 20,474,024

0

2,370,962

481,098

287,615

36.264

157.500

142,470

66.144

27,700

109,900

47,489

269,676

11,940

0

240

6,590

5,282

2,376,169

489,768

327,845

36.264

1,777,280

30,624

142,470

75,444

27,700

109,900

207,381

269,676

50,300

10,000

2,240

36,118

1,857,935

329.470

1.458

10.629,635

110

157,500

11,500

240

115,200

('6,144

27,70()

102.100

7,200

7.5()()

11`.R7()

27,27()

6.150

398,323

1,900

23,71,2

130.55R

36.21,1

17● 1｀ 9

2(ヽ 5.726

11()

52,556

6,477

,.950

.,8,356

277,780

10,629,61,5

1,619,780

30,624

159,892

9,300

5,282

5,207

8,670

40,230

38,360

10,000

2000

29,528

10,629,635

(2)そ の他経費

福利厚生費
旅費交通費

通信費
交際費
宅配等発送費

地代家賃
|リ ース料

保険料

,肖 耗品費

租税公課

為替使用

事務用品費
広告宣伝費
支払手数料

諸会費

図書資料費

雑費 (手数料 )

フィ委託費
14,700 13.870 41,3,613 5(,1.2Ⅲ , 59.()1,3 .す .95(, .,16,13tヽ 11.t,15.221, |.||「 .ヽ 「ヽ || 16,604,096その他経費計 lt,,299,622

l.11,5.556 128.478 a).03.1 :32.('3ヽ .6 「ヽ 37.078.12029.293.193 612,625 52(.988 892,677 316.136 1,119,433経常費用計

ロヨ 塵B 圏固 ロ 田 固 □ 田 ロ 6 (, 065-18.232.110当期経常増減額 ■■■□興国    ■■■囲獨□■■国園田    口■■■回函団■■■回厠口■■■国瓢図



使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以 下の通 りです。

当法人の正味財産は40,000,593円 ですが、その うち316,050円 は、 下記のように使途が特定 されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は39,684,543円です。

4 借入金の増減内訳
科「1 期首残高 当期借人 りり|」、夕tl中 i

短期借入金 13′ 892.941 ｎ

） 13.892.941

13.892,941 13.892.941

科 ||
計算書類に計
Lさ れた金額

|チ
｀

| 役 :1と の

取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引

(活動計市書)

受取寄付金

会費/人会金

.|1准収入(11本国籍|・ lr'kl,,11:掏

地代家 11

7,041,410

1,506,000

10.772.257

1,777,280

3,249,229

48,000

1,204,000

1,777,280

28,000

36,000

活動計算書計 8,547,410

(貸借対照表)

役員借入金 13.892.941 13,892,941

貸借対照表計 13.892.941 13,892,941

6 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、福利厚生費については従事割合に基づき按分しています(

その他の経費 (旅 費交通費、通信費、事務用品費等)については実費を計上しています。

，
●

内 容 期首残高 1`1期
増加額 当期減少額 期末残高 備 考

エ ンセイコンテス ト寄付 (経済的分k名 的発展に寄 ′,する
事業 )

移民120周 年PNLSC発 足20周 年記念行事

1320,000

300,000

:316,050

620,000十
′、 :

次年度にエッセイコンテス ト賞金、審査員謝
金等に使用 F′定

０１
１
コ
０１
１

５

　

一
〇

９

　

一
〇

３
，
　

一
０

，

一
〇

一
３

316,050303,950

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一
　

一

一

一

EIIIIIIII正 三三三三コ三三三三三 IIIIIIII



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023(令和5)年度 財産目録

2023(令 和 5)年 12月 31日 現在

認定NPO法 人フィリピン日系人 リーガルサポー トセンター

代表理事 猪
河

俣 典 弘
ノヽ   戸′  」′
ロ  フム  ベ色

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部
1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

銀行普通預金

銀行普通預金

銀行普通預金

振替貯金

未成事業
フィリピン勘定

流 動 資 産 合
2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

固 定 資 産 合

みずほ銀行四谷支店 1)

みずほ銀行四谷支店 2)

ゆうちょ銀行 1)

ゆうちょ銀行 2)

計

計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

預 り金

短期借入金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

29,953

4,065,546

4,978,696

34,588,796

320,000

2,008,475

8,369,358

614 655

918,704

13,892,941

163,242

54,975,479

54,975,480

14,974,887

14,974,887

40,000,593



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又はE所■
びにこれらの者についての前事彙年度における●目の有無を記●した名簿)

儘 塑 L菖型理 鰹 塾
フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1 睡ヨ・監事
アオキ  ヒテ

゛
シケ

゛

青木 秀茂

R5年 1月  1日
～R5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

2 匡∃・監事

イトウ ヒテ
゛
オ

伊藤 英男

R5年  1月  1日
～R5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

3

ホシ  チョウキチ

星 長吉

R5年  1月  1日
～R5年 12月 31日

年 月

月

日

曰年

4 巨コ・監事 ジュセブン・

アウステロ  

R5年 1月  1日
～R5年 12月 31日

年  月  日

年   月  日

5 睡 ]・ 監事

セキノ  アキラ

関野 章   

R5年  1月  1日
～R5年 12月 31日

年 月

月

日

日年

6 睡亜]・
監事

イノマタ  ノリヒロ

猪俣 典弘
R5年  1月  1日
～R5年 12月 31日

R5年  1月 1日

R5年 12月 31日

7
理事・医 ]

ホンタ
｀
  ヨシエ

R5年 1月  1日
～R5年 12月 31日

年  月  日

年 月 日
本田 佳江

8
巨]・ 監事

カワイ  ヒロユキ
R5年 3月 20日

～R5年 12月 31日
年 月 日

月年 日

河合 弘之

睡 ]・ 監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人
フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

氏    名

1
河 合 弘 之

2 青 木 秀 茂

3 伊 藤 英 男

4 関 野   章
  

5
有限会社アイプラン

代表取締役 星 長吉

6 橋 本 雅 典

7
保 津 豊 彦

8 株式会社 トライアンフ

代表取締役 半澤 正明

9
小島 求己  

10
伊 藤 佳 江

11
ルイズ プレシリアノ

12 株式会社エヌチキン

代表取締役 徳満義弘




